
 
 

 

 

Ｒ８年度に予定している地域交通に関する取組み 

（数字はＲ８年度予算額） 

【計画等の推進に関するもの】 
 １ 愛媛県地域交通活性化推進事業費（4,191千円） 
   存続が危ぶまれる地域交通を維持・確保するため、県地域交通活性化指針に基づき、

公共交通活性化への取組み促進等を行う。 
  (1) 県地域交通活性化推進会議の開催 
  (2) 市町協議会・関係機関との協議等 
  (3) 運輸業魅力発信事務 
  (4) 自動車運転代行業事務 
 ２ 地域公共交通計画等推進事業費（624千円） 
   令和６年６月に策定した愛媛県地域公共交通計画について、路線再編等の事業実施状

況の把握と評価を行い、事業改善策の検討を行う。 
    県地域公共交通網再編協議会の開催 
 ３ 南予南部共創型交通アクセス向上事業費（5,896千円） 

   南予南部地域において、多様な主体とともに移動ニーズもふまえながら新たな交通体
系を「共創」し、地域自らがデザインする地域公共交通を実現する。 

  (1) 南予南部交通アクセス向上検討会の開催 
  (2) 公共交通マップの提供による利用促進効果の検証 
 ４ 新モビリティサービス導入促進事業費（15,322千円）※２月補正の内訳は後述 
   交通ＤＸや新たなモビリティサービス導入に関する市町の取組みを支援することに

より、「新モビリティサービス」の導入促進を図る。 
  (1) 新モビリティサービス導入促進事業補助金 
    補助対象者 県内市町、 補助率 県 1/2 
  (2) 事例の横展開、市町要望の把握 
 
【運行費への補助】 

 ５ 生活バス路線確保対策事業費（363,744千円） 
  (1) 運行対策費補助金 
   広域的・幹線的路線の生活バス路線の維持経費に対し、国と協調して補助する。 
    補助対象者  路線バス事業者 
    負担区分   県 1/2(国 1/2) 
  (2) 生活交通バス路線維持・確保対策事業費補助金 
   市町が行う準広域的・幹線的路線の維持や廃止路線代替バスの運行等を補助する。 
    補助対象者  市町 
    補助率    路線バス 県 1/2   廃止路線代替バス 県 1/3 
 ６ 離島航路整備事業費（541,662千円） 
  (1) 離島航路整備事業費補助金 
   離島航路の維持確保を図るため、離島航路の欠損額に対し、国と協調して補助する。 
    補助対象者  公営航路:運営している市町、民営航路:欠損補助を行った市町 

    補助対象経費 公営航路:実績欠損額から国の補助対象欠損額を差し引いた額 
           民営航路:同上の額について市町が補助した額 
    補助率    県 1/2以内 
  (2) 離島生活航路維持・確保対策事業費補助金 
   住民生活に不可欠な国庫補助対象外の航路維持のため、欠損額に対して補助する。 
    補助対象者  事業者に対して欠損補助を行った市町 
    補助対象経費 役員賞与等を除いて算出した欠損額について市町が補助した額 
    補助率    1/2以内（１航路あたり 10,000千円以内） 
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【鉄軌道の老朽化対策事業への支援及び利用促進】 
 ７ 環境配慮型郊外線電車整備事業費（63,600千円） 

  伊予鉄道が行う郊外線車両更新（省エネ・バリアフリー化）に係る経費を助成する。 
   補助率  県 1/20（沿線市町計 1/20） 
 ８ 鉄道安全輸送設備整備事業費（8,000千円) 
  伊予鉄道が行うレール・マクラギの更新に係る経費を助成する。 
   補助率  県 1/6(国 1/3 市町 1/6) 
 ９ ＪＲ予土線利用促進事業費（2,152千円） 
  ＪＲ予土線の利用促進に関する事業を行う。 
   予土線利用促進対策協議会への負担金 2,000千円 
 
【参考：Ｒ７年度２月補正予算で令和８年度に繰り越して実施するもの】 
（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当） 

 10 バス事業者省エネ対策等緊急支援事業費（305,000千円）※繰越額:305,000千円 
  (1) ＥＶバス等導入支援事業 227,000千円 

   路線バス事業者が実施するＥＶバス等の導入を支援する。 
    補助対象事業者 県内路線バス事業者（市町除く） 
    補助対象経費  ＥＶ等車両価格、充電設備整備費 
    補助率     1/3(上限:大型 20,000、中小型 12,000、充電設備1,000千円/台) 
  (2) バス事業者人材確保・育成支援事業 78,000千円 
   路線バス事業者が実施する多様な人材の採用・確保を推進する事業を支援する。 
    補助対象事業者 県内路線バス事業者（市町除く） 
    補助対象経費 
     ① 職場の労働環境改善に資する事業（ハード事業） 
       例 トイレ、シャワー室、託児スペースの整備 
     ② 利便性向上・業務効率化に資する事業（ハード事業） 
       例 新札対応運賃箱、翻訳機器、キャッシュレス決済導入 
     ③ 多様な人材確保・育成支援事業（ソフト事業） 

       例 就職説明会等の開催、各種資格取得支援 
    補助率  2/3(上限:6,000千円 ※資格取得支援は一人当たり 200千円まで定額) 
 11 航路事業者省エネ対策等支援事業費（100,320千円）※繰越額:100,320千円 
   航路事業者の省エネ対策や業務効率化、船員確保に資する取組に対して補助する。 
  (1) 補助対象事業者 県内に本社又は営業所を有する一般旅客定期航路事業者 
           （ただし、公営事業者及び国庫・県単補助対象事業者を除く。） 
  (2) 補助対象経費 
     ① 省エネ対策（燃油高騰対策に資するもの） 
       例 エンジン等の整備、船底附着物除去等による燃費向上 
     ② 業務効率化対策 
       例 デジタルサイネージの導入（車両誘導の人役削減） 
     ③ 船員確保対策 

       例 船室の居住性向上のための改装、採用者募集説明会開催 
  (3) 補助率 1/2（１事業者当たりの補助上限額は保有船舶数に応じて算定） 
     船舶の総トン数に応じた単価 
      （1,000トン以上）       10,000千円 
      （500トン以上 1,000トン未満）  6,000千円 
      （500トン未満）         3,000千円 
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 12 トラック物流効率化等緊急支援事業費（516,930千円）※繰越額:516,930千円 
   物流の効率化や人材の確保など、輸送能力の向上に取り組む事業者を支援する。 

  (1) 車両購入支援事業 448,000千円 
    補助金額     上限:大型 2,500千円/台、中型 1,900千円/台、小型 1,700千円/台 
             ※ただし、上限額と車両価格の 1/3を比較し安価な方を採用 
  (2) 物流効率化及び人材確保・育成支援事業 67,500千円 
    補助対象事業者 県内トラック事業者 
    補助対象経費 
     ① 輸送の効率化に資する機器・システムの導入 
     ② 荷役作業の効率化を図る機器等の導入 
     ③ 共同配送や中継輸送の実施 
     ④ 若年層・女性・外国人など多様な人材の採用・活躍を推進する事業 
     ⑤ 就職説明会等の開催、各種資格取得支援等 
    補助率  1/2(上限:2,000千円 ※資格取得支援は一人当たり 200千円まで定額) 
  (3) 事務経費 1,430千円（申請受付事務委託料を含む） 

 
（地域未来交付金充当） 

 【再掲】新モビリティサービス導入促進事業費（15,322千円）※繰越額:15,322千円 
      Ｒ７年度当初予算 ：20,588千円 
      Ｒ７年度２月補正 ：△ 884千円 
       （２月補正の内訳） 
         Ｒ７減額分：△16,206千円（Ｒ７実績見込：4,382千円） 
          ※Ｒ７実績見込みを踏まえ、不用額を減額するもの。 
         Ｒ８計上分： 15,322千円 
          ※Ｒ８事業として新たに計上するもの。 
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新モビリティサービス導入促進事業の概要 

 

要求額 15,322千円 

 

１ 目的 

地域公共交通は、自家用車の普及や人口減、コロナ禍を契機とした人々の生活様式

の変容等による利用者の減少や、燃油価格高騰による経営環境悪化、運転手等の人材

不足も相まって維持・確保が厳しい状況にある。こうした環境変化を踏まえ、令和６

年６月、地域公共交通の将来像を示す「県地域公共交通計画」を策定したところ。 

新計画では、「多様な関係者の『共創』による、使いやすく持続可能な公共交通ネッ

トワークの確保」を基本方針に、市町や交通事業者等と連携しつつ、既存公共交通網

の最適化や高度化、路線再編による運行の最適化に加え、ＭａａＳやキャッシュレス

決済などの新サービスの導入のほか、公共交通を使いたくなる環境整備、人材確保等

に積極的に取り組み、地域公共交通を取り巻く課題の解決を図ることとしている。 

課題の一つである「利用者目線でのサービス水準向上・効率的な交通資源の活用」

を解決し、公共交通サービスや運営の高度化を図るため、県内市町において機運が高

まっている交通ＤＸやこれまで取り組んできた空飛ぶクルマ等の新たなモビリティ

に関する取組みを「新モビリティサービス」と整理し、各種実証実験や社会実装に対

する補助制度を創設することで、市町の取組みを支援し、県内における新モビリティ

サービスの導入促進を進めていくこととしている。 

 

２ 事業概要 

 ○ 新モビリティサービス導入促進事業補助 15,000千円 

   自動運転やＡＩオンデマンド交通等の交通ＤＸに関する取組みや空飛ぶクルマ

等に関する市町の事業等を幅広に後押しする。 

  ア 趣旨 

    地域公共交通を確保・充実し、その利便性向上や利用促進を図るため、市町が

実施し、又は補助する交通ＤＸや空飛ぶクルマ等を活用した取組みに対し、予算

の範囲内において補助金を交付する。 

  イ 補助対象事業 

   (ｱ) 市町が実施する、新たなモビリティサービス（ＡＩオンデマンド交通、自動

運転バス、空飛ぶクルマ、物流ドローン等）（以下「新モビリティサービス」と

いう。）に関する事業 

   (ｲ) 市町が事業者に対して実施する、新モビリティサービスに関する補助事業 

  ウ 補助内容 

補助事業者 補助対象経費 補助率 補助上限額 

市町 １ 新モビリティサービス

の導入に要する経費 

1/2 5,000千円 

 （対象例） 

 ○交通キャッシュレスシ

ステム・ＡＩ配車システ

ム等の導入 

  

市町 ２ 新モビリティサービス

の導入に向けた調査研究、

計画策定及び実証運行に

要する経費 

1/2 5,000千円 

 （対象例） 

 ○コミュニティバスやデ

  

6



マンド交通など、地域公

共交通ネットワークの

再編・再構築のための計

画策定 

   （協議会開催、地域デー

タ分析・収集、住民・利

用者アンケートの実施、

専門家の招聘、地域住民

への啓発などを含む） 

  

  ○空飛ぶクルマ社会実装

に向けた離着陸場候補

地調査事業 

 ○ドローンを活用した物

流実証事業 

市町 ３ 新モビリティサービス

の導入に関して、市町が補

助する経費 

1/2 5,000千円 

市町 ４ 上記のほか新モビリテ

ィサービスの導入促進に

資する事業として知事が

認める経費 

1/2 5,000千円 

 

  エ 交付スケジュール 

    令和８年４月  交付要綱等周知 

        ５月  交付申請受付（毎月末締切） 

    交付申請翌月  交付決定 

    令和９年２月  実績報告、補助金交付申請受付 

        ３月  補助金交付 
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